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円卓討論会II新 会社法で会社経営はこう変わる

1新 会社法の狙いと課題
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諏訪部 それではもう一段掘 り下げま して、新 しい会社法の課題 とか問題 を探 りた

いと思います。 とくに会社法適用に際しての留意事項 とか、対応 を迫 られる課題 と

かについて、現段階で明らかになっていることを中心に議論 したい と思います。新

しい法律ですので、色々と未整備な ところもあると思いますが、考察のポイン トと

なるものをできるだけ整理 してお話頂ければと思います。

なおここからは、関口先生始めフロアの皆様にも自由に議論に参加 していただき、

ディスカッションを実 りあるものに したい と考えてお ります。 ご協力のほどお願い

致 します。それでは、照屋先生いかがですか。

照屋1つ はいわゆる旧商法にな りつつあ りますが、やは り旧商法に対す るノスタ

ルジアを感 じます。私は昭和の時代を生き抜いてきた団塊の世代ですが、私な どは

はや り商法が大変好きだったよ うに思います。

我々は企業会計の制度論的研究を続けて、現在では大学の教壇で若い学生諸君に

対 して教える立場になってお りますが、20歳 代後半か ら40歳 代前半までは、商法 と

い うものと企業会計の本来のあるべき姿と両者の制度的違いをできるだけ、理論的

にも実践的にも比較考察することに多くの努力 と時間を投入 してきま した。そのよ

うな制度研究が我が国の会計制度の発展 とそれに支えられ る企業経営の健全な発達

にとって極めて重要なことと考えたか らであ ります。

旧商法から新会社法への移行の過程で、商法の条文 とか、規定の仕方に対す る親

近感 とい うものが依然 として残 ります。そのよ うな商法規制の伝統か ら分かれ るの

がつ らいなとい うのが1つ の実感です。例 えば、漢字 とカタカタとの組み合わせに
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よる文語的な表現に長年馴染んできていますので、いよいよ自分の時代も過去にな

るなとい う気持ちが密かに湧いてきます。何も科学的な意味を持たない思いですが、

新会社法のお話を取 り上げたこの場で率直なところを披渥することをお許 しいただ

きたいと思います。

先ほど斉藤先生が、東京証券取引所の上場基準では、黄金株を発行するような会

社の場合、上場審査を取 り消す とい うことをおっ しゃ しま したが、金融庁では 日程

の条件 をク リアすれば発行できるようになってお りますので、上場以外の企業で、

例えば中小会社の場合、親戚縁者な どの内輪(非 公開)で 将来会社をずっと経営 し

ていきたいとい う場合は、黄金株 を発行するかもしれませんし、今後色々 と広がる

と思います。

企業組織の再編を行 うことによって、厳 しい経営環境に耐えるような経営基盤を

構築 し、合理的 ・機動的に対応するとい うのが、本来会社法における様々な規制緩

和や撤廃の狙いです。そ うい う意味では、中小会社であっても、今後 自分の会社が

維持発展を し、競争社会で勝ち残 っていくとい う積極的 ・戦略的な意図を持って経

営に取 り組んで欲 しい と思います。

中小会社の経営者 にあっても、過剰な防衛に走ることなく、すなわち安易に株式

譲渡制限を導入することがないように、む しろ企業価値の増大を積極的に図ること

によって、公開会社 として社会からの信頼を得て、資金の調達とか社会における様々

な評価 を高めてい くことを 目指すべきであると進言 したいと思います。このような

経営者のスタンスがまたフィー ドバ ックして、マーケッ トにおける市場価値 を増大

していくことに繋が ります。

このことは企業業績や付加価値の増大に繋がっていくとい うことを踏まえた上で

の経営者の選択な り、意思決定な りになって欲 しいと申し上げたいと思います。こ

の会社法の狙い とい うものを取 り違 えないように、経営者や経営にかかわる管理者、

また、これから経営を理解 しようとす る方々にこのことを強調 したい と思います。

2新 会社法の活用

諏訪部 あ りが とうございま した。照屋先生には商法 とかなり親 しんできたノスタ

ルジアや思いがあったようですが、はや り時代がかな り変わっていますので、そ う

い うようなことを進めていなければならないことだと思います。その他に経営の戦

略上、やは り過剰な規制に走 らないで時代のニーズに沿った、価値創造に繋がるよ
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うな1つ の経営戦略が必要だろ うとい うことだと思います。

それでは、次に斉藤先生の方から、会社法の持つ課題や、われわれが留意すべき

問題点にっいて、お気づきのことがあ りました らお話頂きたい と思います。

斉藤 先ほども申し上げましたように、 この会社法は基本的に大 ・中 ・小会社 とい

う会社規模に基づく区分が基本的にはなくな りま した。基本的には株式会社 とい う

形で一本化 されていますので、会社の規模 によってこの合同会社 を上手に使 うこと

が今後の課題か と思います。

とくにベンチャー企業 といいますか、1つ のノウハ ウを持って、それが非常に市

場性のある場合、約5年 で東京証券取引所(東 証)の マザーズ市場に上場できます。

それ こそ、 自分の知恵 と能力 と努力があって、5年 で上場会社を作 る。株式大公開

時代 といいますか、大冒険時代 といいますか、実力や能力のある者 に対 しては何 と

もこれ以上ない時代が来たとい う印象です。そ うい う人達が新 しい時代の経済を引っ

張っていくことが求められ る時代 にきたのではないか と思います。 この会社法はそ

のようなことを支援す ることを目指 しているのだ と考えてお ります。

ただ、株式会社に一本化 されます と、街の商店や規模の小 さい会社は、株式会社

より先ほどお話あ りま した有限会社にした方がいいのではないか、 と考えてお りま

す。 さらに個人でやった方が税制面では有利ではないか と思います。 とくに利益処

分 とい う考え方がこの会社法ではなくなってお ります。剰余金を処分 して株主資本

等の持分変動計算書で、総会の決議で利益処分ができます。

従来、役員賞与は税金がかか ります。 これはいわゆる利益の処分にな ります。今

後、これはかな り税収入にもな りますので、依然 として役員の賞 与については剰余

金の処分ではないかとい う主張をするのではないかと考えてお ります。法人の場合、

二重課税 となることを考えます と、必ず しも法人でやった方がいいか どうか、個人

企業の方がいいのではないかと言 う考え方もないわけではないのです。 このような

総合的な判断に基づいて、今後 この会社法のことを注視する必要があると思います。

いずれにしましても、かな りアメリカナイズされた、強いものが勝つ社会、また、

能力のあるものが引っ張っていく社会が到来 しているのではないか と思います。

諏訪部 あ りが とうございま した。確かに企業の規模で大 ・中 ・小の区別がだんだ

んなくなってきているよ うに思います。 とくにベンチャー企業は5年 でマザーズ上

場ができるとい うことで、経営力が非常に伸びるとい うことが判断 されれば、 どん

どん株式公開 してい くとい う時代になった と思います。それは一方で、非常にアメ

リカ的な土俵に乗ると言 うことで、色々と日本的なスタンスか ら離れてい くとい う
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ことを考えていかなければならないといえま しょう。

次に移 りたい と思いますが、今回制定 された新会社法の中で、上場会社か非上場

会社かとい うことが規制の点で非常に大きく分かれるのですが、その際に、先ほど

ご説明のありま した株式譲渡制限会社を選択す るか、それ とも公開会社 として運営

す るかとい う判断が重要になってくると思います。 この辺の基準 とい うのは、 どう

い う形で判断 したら合理的 とい うか、有利なのかとい うことについて、何かご意見

があ りました らご教示 ください。斉藤先生か らいかがで しょうか。

斉藤 現行の商法を見ます と、ほとん どの株式会社は株式譲渡制限会社です。有限

会社はもともと非公開会社 として設立 され運営されることを特徴 としています。将

来的に上場を考えるか考えないか、上場がかな り見えてきた時点で定款を改正すれ

ば、いいわけです。すなわち、上場会社でやっていこ うか とい う判断がついた時点

までは、株式の譲渡制限をした会社 としてやっていった方が無難ではないで しょう

か。そ うすれば、敵対的買収に対する防衛等を、当面は考えなくてもいいわけです

か ら、そ うい う意味では譲渡制限付会社 とい う判断をすればいいと思います。

3株 式会社の最低資本金

諏訪部 それか ら、役員賞与等についても剰余金 とか、処分の細かいところにっい

ても触れていただきましたが、資本金1円 でも会社ができると、この辺に色々と課

題が出てくると思います。現行の商法では、株式会社1,000万 円、有限会社は300万

円とい う最低資本金が規定 されていますが、資本金が名 目的に1円 とか、2円 とか、

そ うい うことにな ります と、企業 とい うものをどのように判断することができるの

か。 この辺を少 しご説明頂きたい と思いますが。

斉藤 ある商工会議所でのベンチャー企業育成講習会で、ちょうど50人 ほど集ま り

ま して、その時に1円 会社 とい うものができるかどうか、1円 で本当に仕事ができる

のか どうかとい う話 をしたことがあ ります。事務所 を1つ 借 りるに しても保証金 を

払わなければな りませ んし、機械 を入れるにしてもある程度まとまったお金を、例

えば出資者集めてやる必要があります。事業活動にはある程度の資金が必要ではな

いか と思います。

1円 とい う話ですけれ ども、現金は1円 でも現物出資 とい うものがあります。出発

点は1円 、それは目印的な意味 しかないのです。資本そのものが目印ではなくて、

継続 していく過程で資本金を増やす ことができますか ら、最初の出発点としての1
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円会社はあるかもしれませんが、実際1円 企業は存続 しえないと思います。

諏訪部 役員賞与 とか、税制面で多少改正 されなければな らないところもあるか と

思いますが、そ うい うものは 目安的には どうで しょうか。

斉藤1円 の資本金 とい うことにな ります と、確かに現在 の税制上の区分が1,000万

円を基準に しています。例 えば、交際費な ども資本金1,000万 円を基準にしてお り

ますが、1円 だか らどうのこうの とい うことはないと思います。税制上では1円 とい

うものは必ず しも優遇処理はないと思います。

諏訪部 照屋先生は、 この辺の最低資本金制度についての問題点 とか、課題 にっい

てはどう思いますか。

照屋 税制 とい うものは詳 しくは承知 してお りませんが、最低資本金制度が導入 さ

れたのは、 ご承知のよ うに1990年(平 成2年)の 商法改正で初めて最低資本金制度

とい うものが規定されました。それまでは、実質的な最低資本金制度はあ りました。

当時は、一株500円 で発起人が7人 でしたので、3,500円 で した。

これが、1990年 の商法改正で最低資本金制度を設けて、5年 間とい う猶予期間が

あ りま したけれ ども、1,000万 円に引き上げられま した。最低資本�1,000万 円は中

小規模 の会社に とっては、非常に高いハー ドルだ と思います。つま り、1,000万 円

プラスその他の設立費用がかかるわけですか ら、中小の会社はなかなか事業を起こ

す ことができなかったわけです。商法が強行法規 とい うことで、中小規模の会社は

仕方なく最低資本金の1,000万 円を設立時に用意 したとい うことです。

もちろん、商法の論理はあ ります。それは債権者の債権を担保す る具体的な財産規

定 として、 この1,000万 円の資金を企業内に原則留保す る方式 を採・用す ることにな

りました。 もし会社が債務超過に陥った場合には、これを取 り崩 して対応す ること

としま した。いわゆる支払能力の担保 として1,000万 円が最低必要だ とい うことで

した。

ところが、新会社法は、企業が自由に経営を行って、事業活動を活発 に行い、そ

うい う意味での創業をなるべ くしやすい ように、最低資本金1,000万 円を廃止 し、

極端な言い方をすれば、資本金1円 で年商500億 円もありえるわけです。それを可能

にするために、最低資本金制度が事実上債権者の債権の担保にす るための、絶対的

な要件 として必要なのか会社法は改めて考えたとい うことです。

その結果、事実上資本金まで割れているような欠損会社が多い実情の中では、事

実上この規定は有名無実化 しているわけです。事実上の欠損ですか ら、返済能力は

ないに等 しいとい うことにな ります。実際はそのような状況なのに、名 目上はまる
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で資本金1,000万 円があるような形で、貸借対照表にオンバ ランスさせるとい うこ

とは、実質的に債権者の債権 を担保す る機能 としては無意味なことにな ります。

それなら、実態に合わせて、中小企業の規模に合わせて、最低資本金制度を廃止

することに しようとい うことにな りま した。そ して、斉藤先生のお話のありま した

ように、最低資本金を絶対的な要件 とす るのではなく、選択肢 として今後事後拡大

に合わせて増や してい くとい うことにしたわけです。事業をどん どん起こし、そし

て拡大 していく、とい うことを支援するアプローチを新会社法は選択 したとい うこ

とです。

諏訪部 照屋先生には最低資本金制度の設定 と廃止の経緯を詳細に説明していただ

き、ありが とうございま した。

4会 社法と消費税法の関係

諏訪部 時間の制限もありますので、この辺でご参加の皆 さんか ら、疑問や質問な

どがありま したら、伺いたい と思います。皆 さんの参加を得て、 さらにディスカッ

ションを深めたいと思います。質問のある方は手を挙げて頂きまして、お名前を教

えてくだ さい。宜しくお願い致 します。

三森れい子 税理士の三森 と申します。照屋先生の大学院研究室で院生 としてっい

2～3年 前に会計学を学びま した。先ほど斉藤先生がお答えになったことについて、

私 も税理士ですので、ちょっと気になってお りまして質問致 します。例えば、資本

金が1,000万 円とい うことを基準に色々と税制上の恩恵を受けた り、受けられなかっ

た りするわけですが、寄付金や交際費にして もそ うです。消費税の場合、現行です

と1,000万 円以上であって、設立して2年 間は課税を免除することになってお ります。

これか ら税制上はどうい う形になるのでしょうか。

諏訪部 あ りがとうございました。斉藤先生、ただ今のご質問に対するお答えはい

かがで しょうか。よろしくお願いいたしします。

斉藤 消費税の問題ですが、売上高 を基準に1,000万 円、非課税の適用を受 けるの

に3,000万 円です。 これは売上高を基準に したものです。設立の段階での消費税の

課税の適用を受けるのは、確かに1,000万 円とい うものがあ ります。従来の株式会

社です と、1,000万 円ですので最初から消費税がかかるわけです。

消費税については、最低課税基準 とか、税率を上げようとす る時期ですか ら、今

の ところ、この基準が変わるとい う話は聞いてお りません。ただ、消費税にっきま
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しては、今後、直間比率の見直 しが出てきてお りま して、直間比率の改定とい う考

え方か らします と、いずれ消費税は上がるのではないでしょうか。非常に流動的な

話ですが、1,000万 円とい う基準が変わることはないと思います。

なお、消費税以外には、税法上小会社 と大会社 とい う区分はありますが、かつて

は5,000万 円を区分金額にす る考 えの下で、そのよ うな規定があ りま した。それが

だんだん経済に規模が拡大 し、現在では1億 円になってお ります。ただ、制度の話

ですので、非常に流動的な話になると思います。

諏訪部 三森 さん、今の答えでよろしいで しょうか。

三森 あ りがとうございました。新会社法は来年の5月 からの施行 とい うことです

ので、税法との擦 り合わせができていない ところがたくさんあるとい うことで解釈

してよろしいでしょうか。

斉藤 施行期間は1年 半以内 とい うことになっていますので、その期問で法務省令

が出てきます。先の会計基準 とい うことで照屋先生のところでも少 し話に出ま した

が、会計慣行の掛酌規定 とい うものが変わりま した。従って、このような内容上の

変更があ ります し、現段階では法務省令が出てきませんので、税法は一種の強行法

規ですので、商法の変更があればそれに伴って変更されるものです。

税法はあくまでも実態経済を反映 して、課税所得があるか どうかを判断す るもの

であって、当然のことながら簿法たる会社法の改正、もしくは制定は100年 に1回 く

らいの大改正ですので、相当時間がかかると思います。遅 くて来年いっぱいの期間

が必要のように思います。施行の来年5月 、そ して恐 らくその後何 ヶ月の間に法務

省令、あるいは施行令が出てくると思いますが、法務省令が出てきた時に色んな問

題が出てくるのではないか と考えてお ります。

三森 あ りがとうございま した。

関ロ博正 基本的な考 え方だけ理解 してほ しいのは、税法会計 とい うのは、1,000

万 円とい う基準で多くの計算的基礎ができてお ります。当然資本金1,000万 円とい

うのは変わ りますので、それに伴って資本金1,000万 円を基準 して設定 された様々

な措置は、 目下改訂すべ く制度設計者の方で鋭意検討 しているところだとい う理解

でいいかと思います。

ですか ら、必要に応 じて変える、つま り、資本金1,000万 円とい う制度 を外 しま

したので、それに伴って必要に応 じて変更 してい く作業を現在行っているとい う具

合に理解すればよいのではないかと考えます。

諏訪部 その他にあ りませんか。はい、お願いします。
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5会 計参与制度とその効果

山崎松雄 平塚商工会議所の山崎 と申します。今回の改正で一重要なことは有限会

社の廃止だ と思います。それ との関連で会計参与を設置することができる制度が新

設 されています。ある先生に聞いたのですが、会計参与制度のメ リットについて話

があ りまして、まず大きなメ リッ トは、資金調達の際に金融機関な どから信用供与

上の優遇処置を受けることができるとい うもので した。

会計参与のメ リッ トとしては各種のものが考えられると聞いてお ります。すなわ

ち、1)資 金調達の際に代表者は連帯保証をしなくても済む、2)大 手の取引先か ら信

用され る、3)コ ンプライアンスが評価 され る、4)社 長が本業に集中できるので、業

績ア ップが期待できる、5)社長が会計参与か ら原則的な経理情報が提示 される、さ

らに、6)IPOを 目指 している企業は、会計監査人 による監査がい らない と、い うよ

うなことを挙げることができると思います。

先に斉藤先生か ら、税理士 として会計参与をあまり引き受けたくないよ うな意味の

話があ りま したが、上記で挙げたようなメリッ トについて先生はどのようにお考え

で しょうか。

諏訪部 ありが とうございます。会計参与 とい うのは新 しい制度になりますが、こ

れについてのメリッ トやデメ リッ トが色々あるよ うです。これについて斉藤先生か

らお話を頂 きたいと思います。

斉藤 今、プラスのメリッ トを頂きま したが、会社にとっては会計に関す る知識の

ある方がいなくても済みますので、私達も内容面に関 してはいいと思います。ただ、

若干問題があ ります。問題の核心は、今は引き受けたくないとい うことです。会社

の業績がよく、 しっか りしている社長がいる場合は問題ないですが、問題はお引き

受けした後、その社長がなくなった場合に非常に深刻な問題が出て くる可能性が高

いのです。

中小企業の場合、社長が非常に大きな役割を果た します。2代 目でだめになる場

合 もかな りあ ります。そ ういった意味で現在の社長が亡 くなった後が問題にな りま

す。ですから、2代 目になって会計参与を断ることが難 しい、現実的になかなか難

しいです。また、これは定款記載事項です し、登記事項ですので、一旦辞任 をした

場合でも、次の内定者がいない場合は、定款に名前が残ってしまいます。あるいは

登記事項ですので、こちらが勝手に登記変更してもまずわけです。
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そ うします と、自分は辞表出して辞任 しても登記は残っています。 こうい うこと

まで考えます と、会計参与を引き受けるとい うのは、それだけリスクを負 うとい う

ことにな ります。それだけ会社に対する信頼性がない とだめで、そ うい う意味で会

計参与に対する制度の今後の展開には疑問が残 ります。

照屋 この件について私にも一言発言 させてください。税理士 さんはそ うい うメリッ

トとリスクがあると思いますが、私の立場から言います と、この会社法が新 しい制

度 として会計参与 とい うものを新設 して、中小会社について経営意思決定の透明性

を高め、ディスクロージャーの充実を図ることを強 く目指 しています。

第一線で活躍 している公認会計士や税理士およびその法人の先生方にきちんと指

導する覚悟をもつて頂きたい と思います。 こ うい うリスクをこれか ら専門家 として

負担 し、この会社法の趣 旨を十分に理解 して我が社会において中小企業経営が活発

に展開す ることで支援 して欲 しいと思います。

中小会社が企業財務内容の適切なディスクロージャーをしっか りや り、いわゆる

コーポレー ト・ガバナンス(企 業統治)と か、コンプライアンス(法 令順守)を しっ

かりできるような指導をして頂きたい。私の立場では、こ うい う専門的指導を==

線の会計職業人 として しっか り担って頂 くことをここでお願い したい と思います。

関口 私は斎藤先生の意見に近い立場です。実は会計の専門家 として指導的な役割

を果たすのも大切ですが、ただ、これは時間、金、努力がかかる問題で して、大会

社の汚職事件にも公認会計士がかかわっている場合もあ ります。実は中小会社の場

合は、税法にもっぱら頼ってお りまして、税法に違反 しなければ何でもいいよとい

うのが実態です。

会計参与に課せ られた現実的な責任の重さは、指導的な役割を期待 されるほどの

時間が伴っているかどうか、そ して、それに伴 う報酬があるか どうかにかかってい

ると思います。 このように考えます と、やはり現段階では中小企業の会計参与を引

き受けることに相当の慎重 さで臨まなければな らないと思います。

従って、会社法で新設 される会計参与制度が、法の期待するように多くの中小会

社に導入 されて、発展 していくか とい うと、責任の重さに伴 う十分な見返 りがない

と実行するのは、難 しいのではないか と私は思います。

6財 務公開制度のアンバランス

諏訪部 若杉先生、今回の会社法に関して大分色々と思いがあるようですが、いか
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がでしょうか。

若杉 明 若杉 と申します。時問も迫ってお りますが、1点 だけ明 らかにできれば

と思い問題提起 したい と思います。有限会社の場合は、決算公告の義務がないわけ

ですが、合同会社などの持分会社にしましても、ディスクロージャーの義務があ り

ません。 当然監査を受ける必要 もない。そ して、会社法の適用後は新規に有限会社

を作れませんので、現在の有限会社が特例有限会社 として存続することにな ります。

そ うしますと、株式会社 といっても実質的には有限会社のような場合、片方はディ

スクロージャーの義務があ り、片方はそれがない とい う状況が生まれます。ディス

クロージャーがあるのは非常に歓迎 しますけれ ども、それがない方は非常に問題あ

るのではないかと思います。恐 らく決算公告を課 さないのは、経営者に負担をかけ

ないで、事業経営に頑張ってもらいたいとい う趣 旨だと思います。 しかし、中小企

業を守るには中小企業同士が しっか りしない といけないと思います。ディスクロー

ジャーをきちんとや らないと、中小企業そのものが損害を被 ることがあります。

卑近な例を挙げます と、数年前に私が関係 していた会社で、600万 円ほど注文を

もらいました。中小規模の会社ですので、非常に大きな注文ですね。喜んで納品し

ました ら、その会社は翌 日には倒産 してしまったのです。つま り、決算公告 しませ

んので、その会社の財務内容に透明性がない。その会社の内部の情報を全 く解 らな

いわけです。

結局、中小企業を潰すのは、このような状況下に置かれた中小企業 とい うことに

な ります。 この状況で片方には、ディスクロージャー しなくてもいいので経営に専

念 しろといい、片方にはしっか り公開しろとい うのは、アンバランスで可笑 しいと

思います。同じような会社でありながら、バランスを欠いた制度にして しまったな

と私は思いますが、その辺はいかがでしょうか。

照屋 若杉先生には重要な点をご指摘頂き、あ りがとうございます。 もう時間も残

されてお りませんので、簡潔に考えているところを述べたい と思います。

先生がお話 されたのは、会社法規定のもつアンバランスだ と思いますが、冒頭で

も申し上げま したが、会社法 としては基本的には中小会社に対 しても厳格に財務情

報の開示を行な うことを求めていると思います。そのために、中小会社に様々な緩

和措置をしなくてはな りませんので、例えば、中小会社の会計指針では、大会社 と

同 じよ うな厳 しさを求めてはいますが、いくっかの選択肢を与えているとい うこと

が配慮 されています。

そ して、中小会社に対 してはディスクロージャーにっいて厳格な形で公開を求め
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ていません。ただ、規模を問わず、経営の弾力性や透明性 を求めているのが会社法

の趣 旨だと思います。

若杉 いまの説明は株式会社の場合での中小会社ですが、非株式会社の場合はどう

でしょうか。

照屋 非株式会社です と、それは持分会社を構成する3つ の会社形態の場合 とい う

ことにな りますが、会社法では、それ らの会社に対 して必ず しも厳格なディスクロー

ジャーを求めてお りません。材 も内容を公開 しなくてもよい との立場で、様々な規

制は株式会社 と違 う形 とな ります。その際、 どの会社形態を選択す るかは当該会社

の任意 とい うことにな ります。社員総会や経営者において、最も合理的で有利な会

社形態を選択す ることが求められます。もちろん、その選択決定に伴 うリスクは、

最終的には当該会社が負 うことになることは言 うまでもないことです。

若杉 その点はよく理解できますが、それがバランスを欠いた立法 となっているの

ではないかと考えています。同じような中小会社であっても、株式会社の形態をと

らなければ、ディスクロージャー しなくてもいい とい うのでは、中小企業全体に対

する社会の信頼は確保 されないのではないでしょうか。

中小企業を守るのも中小企業ですので、中小企業を守るためにはディスクロージャー

が求め られない中小企業に対 して、必要な財務内容開示、または監査などを通 じて

企業の信頼性を担保するようなことが必要だと思います。

諏訪部 時間にな りま した。もっと議論 したいのですが、本 日は時間があ りません。

ここでの照屋先生並びに斉藤先生の基調講演 と円卓討論会を通 じて、新会社法を巡

る様々な論点が提出されました。我が国の新会社法は、まだ来年の5月 までに政令 ・

省令の制定など色んなことが残 されています。これをよく理解 して、その変化をご

自身の状況で有効に活用 して頂きたいと思います。

本 日は どうもありが とうございま した。 これで円卓討論会を終了致 します。

関ロ 本 日は長時間にわた りましてご清聴 くだ さり、ご参加の皆 さまに心より感謝

申し上げます。あ りが とうございました。 中小企業の経営はこの会社法で大きく影

響を受けるわけですが、ただ、現状をみます と、大きな変化 と言いながらも現実的

には来年の5月 以降の適用 とな りますので、十分な学習 と準備の時間があります。

実際には、この会社法の立法に直接携わった関係者以外の多 くの皆 さんは、同じ

スター トラインに立っているわけで して、これか らも施行令な ど必要な政令の制定

や公表が続 くことにな ります。本 日のフォーラムでの成果を踏まえて、今後 とも引

き続 き1に 勉強 したいと思います。国際経営研究所の今年度の国際経営フォーラ
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ムは、これ で全プ ログラムが終了 とな ります。本 日は誠 にあ りが とうございま した。

【付記】 本誌載録の基礎資料 となった録音テープを丁寧に起こす作業に協力いた

だいた国際経営研究所の客員研究員金 宇烈氏、および国際経営フォーラ

ムの運営に全面的に協力頂いた同客員研究員大田博樹氏に感謝申し上げる。

載録に伴 う文責はすべて照屋行雄に帰属することを明 らかにしておきたい

と思 う。
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